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１．　背景と目的

　岩手県は県土の７割を森林が占め、豊かな緑に覆われている。私たち岩手・木質バイオマス研究会（事務局：盛岡市、会員約200人）は、豊かな森林資源をエネルギーとして活用し地域振興を促すことが二酸化炭素排出削減となり、豊かな生活を実現することにつながると考え、活動を続けている。2000年以降、岩手県と力をあわせ木質バイオマス利用の普及に取り組み、成果は着実にあがり、今や県民の多くが「木質バイオマス」を認識し、高い関心を寄せるに至っている。

　これまでの需要対策に重点を置いた取り組みによって、県民の意識に木質バイオマスを定着させ具体的な選択肢として提示するという初期的な段階を達成したといえるが、一方で先駆的であるが故に改めて浮かび上がってきた問題点も多い。

　それは木質バイオマスを一般経済のなかで自律的な産業として成立させようという、新たな段階を目指す際の問題点である。

　この政策提言の目的は、①現状の問題点を整理し、木質バイオマス利用の新たな段階における「あるべき姿」（産業として成立させる際の目標）を示すことと、②その実現に向けて、具体的なモデル、必要とされる制度、政策について提言することである。

　なお、この提言は今年５月から計７回のワーキンググループ、４回のヒアリングを通じて得た貴重な現状認識と将来への展望を踏まえさらに深く検討を続ける段階にあるが、新年度への施策に反映していただきたく中間報告するものである。
２．　現状と問題点
（１）岩手県の木質バイオマス普及の歩みと現状

　岩手県における木質バイオマス利用の普及の取り組みは、全国に先駆けた取り組みとして注目を集めてきた。産・官・学・NPOの連携による取り組みによって短期間で多くの成果を収めたと言っていいだろう。

　当研究会が「2000年提言書」において提言した「岩手型ペレットストーブ」の開発は、2003年に業務用ストーブの一般販売へ、翌2004年には家庭用ペレットストーブの一般販売へと実を結んだ。2005年３月末時点で、ペレットストーブは542台導入され、特に最近１年間で300台以上の導入実績となっている。

　また、公共施設等へのペレットボイラー、チップボイラーの導入も急速に進んでおり、ペレットボイラーは12施設において18台、チップボイラーは７施設に８台設置されるに至った。

　これに伴い、燃料としてのペレットの消費量は1,600トン、チップは約400トンを上回るなど、燃料消費量が急増している。

（２）明らかになった問題点

　このように、需要が短期間に増加したことに伴い、いくつかの問題が表面化している。

①木質バイオマス原料の供給不安

a)上がる可能性が大きいペレット価格

　現在県内で稼働しているペレット工場は４箇所ある。このうち実質的に商業用燃料用ペレットを供給しているのは3箇所に限られ、うち２箇所では、基本的に自社から排出されるバークやプレーナー屑を原料としている。しかし、ペレット消費量の急増により、これまでの自社原料だけでは、需要に即応した供給をしにくい事態がすぐそこに想定される。

　既にある工場では自社以外から製造原料を購入して生産しており、本来ゼロエミッション的に低コストで生産可能だったペレット原価は上昇している。つまり、製材端材といった加工から排出される原材料から別の原材料へと転換を図らねば、需要拡大に伴ってペレット価格が上がりかねない。通常の「大量生産＝コストダウン」という需給概念とは逆の現象が既に起こりはじめている。

b)「燃料用チップ」は存在しなかった
　前述の通り、現在８台のチップボイラーが稼働しているが、これらに供給されているチップは品質の高いパルプ用チップである。単純に燃やすだけの「燃料用チップ」という概念自体が存在せず、割高なパルプ用チップで代替する状況だ。一部森林組合が直接契約で納入したり、県林業技術センター等で実験したりはしているが、大量かつ継続的な燃料用チップの生産体系そのものが存在していない。

②流通の不安

　原料供給の不安定性はペレットや燃料用チップの供給不安に結びついており、2004年度には需要集中期や一工場の生産中断時期に一般ユーザーへのペレット供給が円滑に行われない場面が現れた。実際、産業振興課が実施したアンケートや、当研究会の聞き取りなどでもユーザーの希望として２番目に「ペレットを手軽に買えるようにして欲しい」とあげられている。

③一般ユーザーへの信頼性

　このような供給不安は、今後さらなる一般ユーザーへの普及を困難にする可能性があると同時に、新たな機器開発や販売戦略の大きな障害になっている。これまでの初期段階で導入したユーザーは比較的意識の高いユーザーであることが想像され、今後オンデマンドで入手できなければ、ペレットストーブの導入台数が伸び悩む可能性が懸念されている。

④大規模需要（発電等）への障壁

　さらに困難が予想されるのは、原油高騰によりニーズが生まれる可能性の高い発電等の大規模需要への道筋が、全く見通せないことである。発電施設を稼働させる場合、少なくとも年間10～20万トンという木質バイオマスを収集する必要があるが、燃料価格の問題以前に、燃料が確保できるかどうか全く目処がつかない状況である。このことは、プラントの設計や投資計画自体が成立せず、新規参入者を阻害するという問題を引き起こしている。

（３）何が問題か

　これまでの初期的な段階では、木質バイオマスの需要を創出すればおのずと供給が追随するだろうというやや楽観的な考えに基づきながら、需要対策に重点を置いてきた。それは初期的な段階においては間違いではなく、実際に成果を上げてきたのである。

　しかし、急速な需要の伸びにより供給の不安定性がより明らかになり、需要サイドの動きを抑制する状況を生み出しつつある。それは木質バイオマスに関わる多様なステークホルダー（利害関係者）間の不安と不信という形になって表面化しつつあり、今後の木質バイオマス利用の拡大にとって重要な問題として浮かび上がってきているのである。上記の問題点を掘り下げると、下記の点に集約できるだろう。
①バイオマス原料生産（供給）の把握
　ここで問題にしているのは、原料の「不足」ではなく、いつごろ・どこに・どのくらい供給されるかが計画的ではないという「不安定性」である。現在主たる原材料は、製材工場やチップ工場の副産物から入手されているが、製材工場では法律改正で家畜の頭数によって廃棄物の管理施設が義務付けられたことなどから大量のバークが処理されず野積みされている。多くは利用できず、新たに生じた処理費用により製材工場の経営を圧迫している。また、木質バイオマスが大量に蓄積されている森林では、年間20万m3以上もの間伐材が公的資金の投入によって“生産”されているにもかかわらず、その６割以上が搬出されることなく放置されている（平成15年度岩手県データ）。利用可能な木質バイオマス原料が存在しているにもかかわらず、一方では供給不安が起きるという矛盾が生じている。

　問題は、これらの利用可能な原料が集約されずに必要なところへ到達していないことである。その原因は主にコストとして表現されるが、なによりも木質バイオマス利用を前提とした生産体系や集約する物流、マーケットまで到達する商流のシステムが不在であることが大きい。

②数多いステークホルダーと、相互の不信感

　現状の森林生産物に関わるステークホルダーは、森林所有者、伐採者（素材生産者）、運搬者、原木市場、製材工場、チップ工場、燃料運搬者、燃焼（利用）機器製造者、販売者、購入者（消費者）と川上から川下に多層にわたり、多様である。これらを結びつける商品としての木質バイオマス製品の流通が不安定である場合、各ステークホルダーが抱えるリスク（予測できない危険）は大きくなり、在庫の調整や資金回収など相互の取引において不信感が高まることになる。このことは、本来協力しあうべきステークホルダーの分裂を招き、積極的な投資や新たな資本参入を困難にし、最終的には消費者の不信を招くという悪循環に陥ることになる。

③化石燃料等との絶対的な価格差

　既に指摘されているように、木質バイオマス燃料と化石燃料、ことに安価な輸入石炭とは絶対的な価格差が存在する。木質バイオマスの供給において生産性、効率性は最大限追求されなければならないが、それだけでは解消しない価格差問題が存在する。原油価格は高騰しているが、為替に左右される不確実なエネルギーバランスに身をおくのではなく、価格差をできるだけ緩和し、利用者が木質バイオマスを使うことに対してのインセンティヴを付与する有意な仕組みづくりが必要となっている。

　　　④森林資源の有効活用につながる社会支援の不足
　一般的に木質バイオマスの有用性は、森林資源を有効に活用することであり、持続的に森林が手入れされることで国土崩壊を防ぎ、二酸化炭素の吸収源や地域振興策としても多くの利益をもたらす。ところが、現時点では製材やチップ工程で出る端材や樹皮などが主で、森林に捨てられている間伐材や土場に放置される残材は利用されていない。現状の公的支援は造林補助という形が中心で、面積換算による補助体系が組まれている。この面積換算では、取引価格が少しでも安い間伐材を搬出するだけでも作業者側の不利益になる。一方、緊急間伐対策事業のように一時的に間伐を進めても「材が動く」まで至っていないのは利用することを目的とせず、一律に「少しでも動かした」比率だけで検査したからだといわれる。原材料をマーケットに送り込み、森林へ還元できる効果的な社会支援が必要だ。
　
３．　あるべき姿
　まず、上記の根本的な問題点を解決する「あるべき姿」を提示したい。議論をして形作った結果、川上部分においては大きな統合企業型組織が集約し市場を形成することが望ましい。このあり方は、スウェーデンをいくつかに分けて森林経営・林産物経営を実行する森林所有者協会のうち有名なソドラ（南部森林所有者協会）の仕組みに酷似したことから「スウェーデンモデル」（モデルⅠ）と名づけた。現在の日本の森林を取り巻く環境下で森林が有効活用されるには、現在の小規模分散型のあり方から大きな転換が必要になる。そのための将来像として提示する。さらに、モデル実現のため現在の環境下で近々に取り組むべき「中核機能育成モデル」（モデルⅡ）を提案する。
　また、川下部分においては、主に発電やペレット製造などマテリアル利用による大口需要者と、ペレットストーブに代表される小口一般ユーザーに分けて考えられる。

大口需要者はいずれも原材料としては「スウェーデンモデル」のような集約した市場からのチップあるいは素材供給でないと安定供給が望めず、価格決定権も完全に需要者側に握られ森林自体が荒廃する怖れもあり、早急に取り組まなければいけない。一方、小口ユーザーへの供給と需要の喚起の理想は開発も販売も自由競争が原則で、将来は企業間競争によるシェア拡大とコストダウンが求められる。だが残念ながら、現段階では開発促進、需要拡大を社会的支援なくして取り組むステークホルダーの負担とリスクは大きく新規参入を妨げる要因となる。需要と供給を調整する機能が必要で、市民出資等による機構を設立し需要と供給を調整する「市民ファンドモデル」（モデルⅢ）を提案する。
４．川上部分の２つのモデル

【木質バイオマス供給システムの将来像（モデルⅠ）－スウェーデンモデル】
将来モデルは、問題点を抜本的に解消する最も合理的なシステムとして提案する。このシステムの特徴は、低質材を含めた素材を集約的な組織としての統合事業体がコントロールすることにより、価格決定権を握ることにある。同時に従来の面積単位での補助金制度を改め、伐りっぱなしで放置する材を利用するために、搬出された材の量に対し二酸化炭素を削減する効果を評価した公的補助金導入も視野に入れた。当研究会の会員企業でもある小岩井農牧株式会社（岩手県雫石町）は、間伐に焦点を絞った貴重なシミュレーションを行った。本中間報告でもワーキンググループは同社が作成した提言書を土台に、議論を重ねた。
（１）統合企業型組織の機能

　上記の課題、特に木材の安定供給と信頼性の高い市場の形成を実現するために、森林所有者、森林組合、素材生産業、地方自治体などで統合企業型組織を設立する。森林所有者との間で施業計画策定と生産物の販売までを含む一括管理契約を結ぶが、この組織が担う重要な機能は次の通りである。

①精度の高い森林管理計画と、計画的生産体制の樹立

森林所有者、ことに小規模森林所有者と管理委託契約を結び、実際の生産計画に直結する森林管理契約を樹立する。一般的に作られる施業計画ではなく、実際の林地に即したもので、持続可能な森林経営を担保する。また後述するグリーン熱証書におけるトレーサビリティの確立の観点から、森林認証制度またはそれに近似するガイドラインに基づくものである必要がある。

　さらに、木材が計画的に生産されるよう計画を実行する主体となる。木質バイオマスだけの生産ではないため、搬出コストも低減できるが、この計画を木材の需要者に開示すことで、安定的な取引を支える基礎となる。

②立木または素材の買い取りと、公的資金の効果的な導入
　生産される木材が確実に販売に結びつくよう立木、または素材の形態で購入する。これにより、間伐は実施されるが間伐材が搬出されないというジレンマを解消する。また、単位材積あたりいくらという目的達成型の買い取り方法により、素材生産全体のコストを低減していくことを期待している。この買い取りの資金には公的資金を用いる。小岩井農牧の試算では、間伐材に限れば㎥当たり10,000円と運営費5％を統合企業型組織に交付することにより、そのうち2,000円/㎥で所有者から立木で買い取ることができる。統合企業型組織は認定した事業体に作業を発注するが、収穫した材は統合企業型組織のものとなり、製材や製紙、ボード、木質バイオマスと売り先を振り分けることで、従来捨てられていた間伐低質材の利用価値を高めることが可能になる。試算上交付金支払い額は、これまでの単位面積あたりの補助を利用材積換算した従来の20,700円に比べ、材積単位に改めるだけで10,500円へと半減し、行財政的にも有効な手法といえる。
③素材及び木質バイオマスの販売と利益が投資に回る仕組み
　生産された素材及び木質バイオマスを各需用者へ販売するが、供給が生産計画にのっとった場合、安定的な供給と流通のシェアを確保することができる。スウェーデン・ヴェクショー市の熱電供給施設サンドヴィックでは、当初5年間は価格を固定し原材料購入を安定納入した。その間に供給側は搬出や運搬の機械開発や道路整備に投資した。

統合企業型組織も、九州のように材は出るが再生産されない森林が問題になるありさまではなく、公的資金が投入される期間内に所有者とりまとめや路網整備など利益を還元することにより、さらなる投資へと循環するシステムをつくりあげ、効率的に生産された木材から発生する木質バイオマスをより低価格で供給することを可能にする。加えて、森林認証されている森林からの搬出であれば、利用する側も安心となる。県有林のような公的森林が取得に動けば民有林とのグループ化は容易となるため、率先して取得すべきである。
（２）問題点と課題

①人材の育成と活動エリア
現在、岩手県内にこれらの機能を担える組織は存在しない。この組織を設立するためには、高度な森林管理計画を樹立できるコンサルタントもしくはフォレスター（森林官）、森林管理及び木材生産情報を管理する情報エンジニア、市場機能を担いうる木材ディーラー、そして高い資本力とともにそれらを運用するファイナンスの専門家など、高度な知識を有する専門家の育成または獲得が不可欠となる。

また、集約的な活動をするためには、活動エリアをどうするかが課題となる。森林組合の合併ですら困難な状況にあり、どのエリアをも十分にカバーできないかもしれない。スウェーデンのソドラ（南部森林所有者協会）のように、巨大な製材工場や製紙工場を所有していれば別だが、一元的に集約した場合、零細製材工場などが厳しい局面にならないよう、配慮すべきだ。

②補助金の制約

　森林管理計画の立案や組織運営においては、森林整備交付金などの活用が可能である。しかし、木材の買い取りについて期待される国の間伐補助金は、現状では面積当たりの単価によって拠出され、かつ、基本的に経済財として取引し消費される生産物に対する活用は論理上認めていない。

　この制限を超えるためには、間伐あるいは木質バイオマスに関わる構造改革特区の申請などを検討する必要がある。

③供給と同時に利用する場の創造
　供給と同時に利用を考えなければならない。公的資金を導入した結果、道端に丸太があふれるような事態になっては県民の批判は免れない。例えば、木質バイオマス発電を検討する民間企業を中心に、バイオマスを排出する意欲ある企業・個人のグループ形成を図ったモデル事業を組むなど、路網や利用が進んだ地域を対象にした木質バイオマス供給モデル地区化も検討すべきだ。

【木質バイオマス供給システムの近い姿（モデルⅡ）－川上フロンティアモデル】

　モデル１への実行過程で、現段階の制度内で可能なかぎり移行できる形としてモデル２を提案する。

（１）モデルIへのステップ
　現在、地域ごとに森林組合や素材生産業者、森林所有者が個別に事業を実行しており、いきなり統合企業型組織を編成するには抵抗もある。最大の問題は、人材不足だ。このモデルでは森林管理計画部分に外部のアドバイザーを含めた人材を集中させることと、現行の補助金を最大限活用することを前提としている。

　まず、モデル１の統合企業型組織を「森林管理部門」と「市場機能部門」、「生産部門」とに分割し、情報を含めた公的役割を担う組織（中核的組織）をコンサルタント的に独立させることで補助金の受け入れを容易にしている。

（２）中核的組織の機能

①実際の林地に立った森林管理計画・生産計画策定のコンサルタント
ここでいう中核的組織は、形の上でさまざまな役割を担わされてきた地域の森林造成の担い手である森林組合（組合員は森林所有者）とは若干異なり、高度な森林管理の知識と営業力を必要とするコンサルタントである。森林所有者をとりまとめ、作業用道路を整備する計画を建てることも必要とされる。

今のところ、各森林所有者は、団地形成をして森林施業計画を行政に提出しているが、かつて所有者の名代で森林を見てきた“山守”が姿を消し、県が持つ森林簿とパソコンソフトによって森林施業計画が机上で作成される場合が多い。従って「いつ」「どこで」「どのような材が」「どのくらい」出てくるのかが誰も予測がつかない。
中核的組織は、外部の専門家アドバイザーから意見をもらい、実際に定期的な林地でのプロット調査から成長量と蓄積量を測定し、施業計画を建てる。森林所有者に対して間伐や道路網整備の計画をもちかけ、管理委託契約を締結する。森林管理を受託することにより計画の実効性を高める役割を担う。この場合の生産計画にバイオマスを含めた低質材搬出を検討することを必ず盛り込むことで、森林生産物を有効活用することを目指す。
近年、京都府や静岡県などでこの中核的組織を育成するプロジェクトは始まっており、森林組合以外でも、有能な人材を保有する事業体が新規参入し成長する可能性は高い。
②素材生産の実施

　伐採や生産は、現存する素材生産業者が自由競争によって担う。しかし、重要なのは生産計画にバイオマスを含めた低質材利用を含むことにより、例えば30年生以上の間伐作業において放置材を減少する作業体系を確立させる。現在、素材生産業はあまり間伐作業をしたがらないが、間伐材に少しでもインセンティブを与えれば動く可能性もある。また造林業者が行う除間伐でも、チェンソーだけもって山林に入るような現状を見直さざるを得ない。
　これら生産計画は5ヵ年単位で開示可能であり、毎年年度当初に改訂しながら後述するバーチャル市場が絵に描いた餅にならぬよう、取引量を維持する必要がある。そのためにも、コンサルティング能力の高い集団による集約的管理や情報収集が重要だ。

（２）バイオマスバーチャル市場の創設

　　従来の柱材中心の林業では、原木を見て判断することが大切だった。ところが、バイオマス利用に限ると見て判断する重要性は低い。ペレット原料の樹皮や木部にしてもチップにしても、樹種や伐採場所、年数などがわかればいちいち原木市場に出すのではなく、バーチャル市場で取引が可能となる。例えばペレット製造者側は需要と供給をマーケティングして生産計画を建てることはもちろんだが、異常気象など予期せぬ事態も発生しかねない現代では、急な需要に対応するためにも原材料を集約した情報が欲しい。モデルⅠへ移行する段階として、伐採した生産物情報を集める場をつくることにより、情報を集約させ、発電などの大規模施設は安定的に供給されることとスポット的に対応をする場として創設する。インターネットを使った市場形成は安価に運営できるほか、時間差のない情報提供と需要、供給の喚起を促すことができる。

　担い手としては現存の県森林組合連合会の共販市場が考えられるが、インターネットを使う場合、情報産業に長けた企業・個人との連携もしくは協同化が考えられる。

（３）社会的支援の位置づけ

　森林管理計画樹立や中核的組織の運営、人材育成に関わっては、事前に計画書を作成し森林整備交付金を活用する。この中には、既存の林業事業体の研修やGIS、GPSによる施業管理システムの導入、地元大学や民間企業からの支援を受けるための経費も含まれる。加えて、森林所有者と加工業者との間でトレーサビリティが確保される森林認証の取得についても、県有林を主体としてグループ取得するなど少ない投資で効果を挙げることは可能だ。
間伐の素材生産については既存の面積単位の間伐材補助金でも搬出を義務付けるなど活用できるが、現実的には補助金そのものの予算措置が遅くすぐにインセンティブにはつながらない。後述するが、森林環境税などの原資をもとに、新たな県単事業を考える。二酸化炭素吸収源の育成と排出削減効果をかんがみて県単独事業で一定の資格や認定を受けた業者が伐採・搬出し、利用した実績を確認できた場合に限り、㎥当りの一律金額を交付する「木質バイオマス原料補助金」（3年間実施）を検討していただきたい。

（４）問題点と課題

①抜本的解決ではない

　モデルⅠとは異なり、木質バイオマスを含めた低質材を直接出す圧力を高めるシステムではなく、すぐに取り組める周辺整備にしか過ぎない。木質バイオマスの価格決定権は相変わらず利用側にあり、森林に還元されるとは言いがたい。
②中核的組織の単位
　どの流域・エリアでも人材はこれから育成段階にあり、豊富ではない。同様に中核的組織も自発的に萌芽するとはいえない。ことに市町村を基盤としてきた森林組合にはさまざまな役割と経営格差があることから、ある程度地域性を有しながらも、従来の市町村エリアを越えて隣接流域・エリアのコンサルタントも可能にしなければいけない。
③既存の造林補助金、森林整備交付金、県単独事業補助金の全面見直し

　国、県、市町村とも造林や利用に関する補助金を設定しているが、直接材価に反映しない枝打ちや除伐補助金は大きく削減している。一方で、造林した森林資源を利用する支援は大きなハード中心の林業構造改善事業に限られ、その施設の多くは経営を維持するために外材を扱わざるを得ない状態だ。すでに、日本の森林は造林段階と製材中心のハード支援では循環できなくなっている。

モデルⅠへの移行過程で重要なのは、これら補助金の目的をどこに置くかにある。初期間伐は仕方ないとして、基本的に林地～原材料を搬出することへの政策補助金を検討すべきだ。用件としても実施後に補助金を出すのではなく、事前提出させた利用計画に基づき支出して間伐させるなど、原資のない事業体が参入できるように検討して欲しい。
④利用段階の低質材利用

　一般的に国産材製材工場は、良い丸太を歩留まり悪く挽くことでコストを下げている。フィンランドやドイツの製材所は1990年代以降、曲がり材や細い低質材利用技術を上げることにより競争力を上げた。岩手県に限らず拡大造林の中心である40年から50年生の材を間伐材として搬出させるためにも、利用段階の低質材利用をバイオマスを含めてする必要がある。

⑤バーチャル市場の信頼性

　バーチャル市場が機能するためには、供給側、需要側双方の信頼関係が不可欠である。通常の原木市場であればもともとの存在と現金決済という前提が信頼関係をつくってきた。単なる情報のやりとりだけでは、市場を介さない取引が中心となり意味をなさなくなる。ある程度の公的な信頼と、既存団体の参加に加え、新たなヴェンチャー参入を認めた組織での運営が期待される。
５．川下部分の小口ユーザー拡大モデル

　【需要拡大のための川下市場形成を市民ファンドで（モデルⅢ）】

　現状のバイオマス利用の全体に関して、「新エネルギー産業ビジョン検討委員会」（2004年）は「現状では機器製造関係者と生産者サイドに限定された世界」と的確に表現している。一般利用者への拡大をするためには、問題点で指摘した「相互不信」を払拭しなければいけない。ことに、これまで述べた原材料の供給確保と並んで、消費者にある漠然とした不安をぬぐい、コストダウンを図るという機構と仕掛けが必要になる。

（１）市民ファンドによる民間事業の発想
　モデルⅢは一般需要者の拡大のためのモデルであり、市民ファンドによる匿名組合による事業を中心に考える。事例としては、長野県飯田市の「おひさまファンド」（おひさま進歩エネルギー有限会社）がある。一定の利回りを確保して市民出資を募る方式で資本を形成する。同社は、太陽光発電機器を一定数発注しコストダウンをはかりながら商店街や保育園に設置する一方、商店街の省エネルギーをアドバイスし、収益を得ている。
　市民ファンドのため一般ユーザー側の意見を集めやすく、機器に対するアドバイザー的な役割を果たせるとともに、半公的な役目を負うことも可能になる。

　岩手県の木質バイオマス利用拡大におけるモデルⅢの考え方は次の通りである。

1 プラットフォーム的な機構創設

需要拡大については、2004～5年度、県によるペレットストーブ戦略会議があった。ペレット製造者、ストーブ製造者、流通業者らを集めイベント開催の調整や、問題点の報告など共有できたものの、企業情報を交換するまでにはいたらなかった。企業活動するうえで、「生産見込み」は設備投資・原価計算で重要になる。ペレット製造者にとってはストーブ生産計画が欲しいし、ストーブ製造側にとってはペレット供給量の確保は大きな前提となる。流通業者にとっては、いずれも必要になることから、互いに契約関係を結びながら進む必要性がある。現時点では組織はないが、協議会を立ち上げてホームページを作成することからスタートし、共通プラットフォームとして組織体を立ち上げる必要がある。

②消費者の不安をぬぐい初期投資を抑えるリース事業
　岩手県が設置補助制度を創設して進めたペレットストーブ導入だが、一方で購入に至らなかったユーザーから不安の声も出た。「メンテナンスは大丈夫か」「ペレットの供給は確実か」「設置時のコストが高い」などなど。これらを払拭するために、一定量を購入して保証するリース事業を展開する。例えば、機構が1000台規模でストーブを一般ユーザーにリースし、メーカーのコスト削減、メーカーへのデザイン等の助言が可能になる。ペレット製造側にも1000トンを購入契約し、定期的に配送することにより、消費者のニーズに応えることが可能になる。

　また、リースという形態をとることで、機構にとっては月額固定収入を確保でき、ペレットの供給、灰の処理、メンテナンス等、消費者が最も不安に感じる部分へのサービスを充実化させることができる。

②ペレットの供給

　プラットフォーム的な機構がストーブ側とペレット製造側の需要を確保することで、ペレットを大ロットで購入し、ペレット単価を引き下げることが可能となる。ペレット製造業者にとっても安定的な需要が生まれることにより経営の安定化を図ることが可能となる。一方、供給も一体化できるため資金回収業務や宅配など、スケールメリットを生かすことが可能になる。
③市民ファンドの活用

　これらの事業を行うのは市民ファンドによって設立された匿名組合である。ストーブリースの事業だけでは運営が難しい場合、環境性能を高めるリフォームなどの事業をあわせて行う。このほか、木質バイオマス関連事業だけではなく、地球温暖化防止のための省エネルギー事業（例えばESCO）など、行政では成しえなかった事業実施が可能になり、岩手県の二酸化炭素排出8％減の目標実行のための大きな担い手にもなりうる。
（２）グリーン熱証書・グリーン電力証書の創設
　これまで述べたような施策を実効すれば、森林を介した「環境首都いわて」の名は響くは思われるが、EU型の環境税（炭素税）を用いない限り、課題で挙げた「化石燃料との絶対的な価格差」は完全に解消できないだろう。そこで、木質バイオマスから発生したエネルギーの価値を補完するものとして「グリーン電力証書」「グリーン熱証書」の採用を提案する。
　グリーン電力証書はすでにスウェーデンなどで採用済みで、風力発電や太陽光発電など、再生可能エネルギーからできた電気を選択する方法である。消費者がグリーンな電力を選択すれば認証機関に認められた証書が発行され、それを企業や自治体などがボランタリーな活動として一般の電力とは別に証書を購入する仕組み。結果として電力使用者は設定価格より安く電力を使用できる仕組みだ。証書購入者は企業や自治体のイメージアップを図りつつ社会的責任を果たす努力をしている。国内でも東京都が運営する東京都文化会館の電力を能代市の木質バイオマス発電の電力を選択した、という報道がなされている。岩手県内でも有力企業や協同組合が木質バイオマス発電を検討しており、有効な支援となる。
　グリーン熱証書は、グリーン電力証書と同様、再生可能エネルギーから生産された熱にも環境価値を認めようと、NPO法人環境エネルギー政策研究所が中心となって、省庁や岩手県、東京都、学識経験者を交えた「グリーン熱証書」検討会を設ける。例えば、県内産のペレットに対して証書を認め、一般消費者が購入すればポイントがたまり、それを第三者（県など自治体）が買い上げる方式がある。

購入者別に買い上げるのは困難なため、一般的には販売者（この場合、市民ファンドによる民間会社が考えられる）が一括して処理すれば、ペレット価格そのものを引き下げることも可能になる。海外事例としては、オーストラリアで太陽熱に対して既に実施されており、イギリスでもRPS方式のグリーン熱証書が検討されている。

（３）問題点と課題

①市民ファンド運営に関する人材不足

　どの項でも問題となるのは人材である。特に地方にあっては、ファンド運営派経験と知識が不足している。長野県飯田市の場合、NPO法人環境エネルギー政策研究所（飯田哲也所長）が全面支援しながら人材を育成中。まったく新しい事業なので事業計画策定など多くの課題をこなさねばならないが、逆に地域の大学生や金融関係にいた経験者らの新たな雇用の場として注目されているという。事前の周知とセミナー、ワークショップなど理解を得ることも大切になる。
2 需要と原材料確保

需要拡大にともない、ペレットやストーブという商品の生産拡大も必要となる。計画的な生産を促すためのシステムなので、プラットフォーム的な機構が契約関係でそれぞれのステークホルダーを満足できるか、という点にかかってくる。

同時に、川上部分のシステムが有効に作用することも肝心である。

3 市民ファンド型民間会社の収益

市民ファンドは出資金の返還は原則できず、配当を保証するものではない。が、民間会社としての収支を安定させなければ、各自治体による第三セクターの二の舞になる。金銭による公的支援に期待するのではなく、きちんとした事業計画を策定することが基本となる。これまで約半年にわたって市民ファンドに関する検討をしてきたが、事業の柱について再度ワークショップなどを通じて詰めると同時に、公的な助成措置に応募するなど基盤をしっかりとしなければいけない。
4 機器とペレット製造の安定
市場形成には、商品が安全であり操作性が優れていることが前提となる。また市場に受け入れられるかどうかを識別しなければいけない。そのためにも、製造者側の地道な努力も必要となる。

5 グリー熱証書・グリーン電力証書の裏づけ

国内において「グリーン証書」は電力、熱ともに珍しい試みにで、定着しているわけでない。ことに、電力は世界でも木質バイオマス発電等において、「持続可能」な森林経営から排出された原材料を利用する、といった自然エネルギー内での種別は特になされていない。また、第三者認証機関と、購入者が現れないといけない。岩手県で実施するに値する制度だが、将来、全国に広まることを念頭においた論理的組み立てと周知が必要となる。

6． 社会支援（公的資金）の位置付け

　各モデルを論じてきたなかで、社会的支援が必要な局面をそれぞれ提示してきた。公的資金の使途を含め下記にまとめた。

1） 川上部分『モデルⅠ』『モデルⅡ』共通
1 間伐対策補助金を面積評価から出材積評価へ転換

森林造成のために設けられた従来の造林補助金のうち、間伐対策費を面積換算ではなく、収穫量、あるいは利用された量に応じて評価する補助金体系に改善する。
国の補助金体系では生産物に対する評価が難しければ、県単独事業でも検討してほしい。面積単位での補助金評価は、環境面でも経済面でも不合理な約束事に過ぎない。出材積で計算すれば㎥当たり２万円を超える支出になる現在の施策だが、仮に㎥あたり１万円（組織運営費５％を加算）を統合企業型組織に支援すれば、材積評価に転換するだけで倍の効果が生まれることになる。この１万円には森林所有者への立木買い取りとともに、所有者とりまとめがうまくいった地域には林道など基盤整備にも還元されることになる。二酸化炭素排出量の削減を目標にすれば出材積を根拠にするのが筋。搬出されるあるいは、利用される材積が多くなれば整備される森林面積も多くなり、林地に放置した危険な間伐材を減らす大きな解決策となる。期間限定で、㎥あたりで交付できる「木質バイオマス原料交付金」などを検討していただきたい。
統合企業的組織が設立されるまでは、各地域で設立された中核的組織にいったん支出し、配分されるのが妥当だろう。

　　この点で、小岩井農牧が試算した効果は次の通り。

　
	
	間伐実施面積

（千ha）
	間伐実行材積量（万m3）

利用材積　　　うち間伐低質材
	財源

（百万円）
	単位間伐実行材積量当り財源(＊2)

（円／m3）

	現在

全国（H15）

岩手県（H15）

経過時点（第一次目標）

　全国

　岩手県

将来 (＊1)

全国

岩手県
	263

13.9

　 263

    13.9

  657   

   36.8
	    240           33

8.3          1.9

    526           158

     27.8           8.3

1,314　　　　 　394

     73.6          22.1
	49,700

 2,600

  55,230

   2,920

137,937

 7,728
	20,700

31,300

10,500

10,500

10,500

10,500


　＊１　利用材積比率は蓄積量の20％以内とすることを前提とし、利用材積を20m3/ha、うち間伐低質材を6m3と仮定

　＊２　面積あたりの支払いを材積量あたりの支払いに変更することにより、利用材積当りの財源は現在の20,700円／m3から10,500円／m3へ半減する。そのため、現在とほぼ同じ財源で利用材積を倍増できる。

2 運営体・人材育成
モデルⅡの中核的組織は、現在の状態を見据えて人材育成と施業計画･生産計画作成を主眼に置いた組織。意欲ある事業体に対し、所有者とりまとめや効果的な林道設計、広域森林管理のためのGIS、GPS導入等高度かつ資金需要な必要な場合、公的資金で支援することが効果的だろう。この場合は机上の森林施業計画策定ではなく、実際に林地で計測し生産計画までになうことが条件とすべきだろう。
また、バーチャル市場のようにインターネットを活用したバイオマス原材料の情報共有と言うは、既存の原木市場とは異なる動きのため、新たな運営体が必要になる。既存の国の森林整備交付金等で対応可能と思われる。
3 県有林を含めた森林認証（FSCなど）のグループ化
　低質材や間伐材の供給を進めるにあたり、森林資源の持続性は重要な前提となる。現在国内の森林認証はFSCとSGECに大別できる。もともと森林資源の持続性を訴えたモントリオールプロセスでは、木質バイオマス利用も盛り込んでいる。同プロセスを重視するFSCは、環境に配慮した作業と成長量以下の伐採を義務付けることや、地域住民への貢献や森林施業計画を公開すること、川下へラベリングされることによるトレーサビリティが確立されるなど、現在の日本の施業計画制度を上回る合理性を持っている。しかし一認証にかかるコストは約500万円ともいわれることから、県有林と民有林を含めたグループ認証を進めることにより、取得に関わる労力の軽減と森林認証の輪を広めやすくなる。
　スウェーデンでは、ソドラがグループ認証を取得し、森林所有者と管理協定を結ぶことで一気に認証面積を拡大しており、森林資源の持続性を確保するためにも県による認証取得と支援で投資効果は倍増するものと思われる。　
2） 川下部分　モデルⅢについて
1 モデル地区でのＦＳ・ＦＴ調査事業

大口需要に関しては、実際に発電事業へ供給する調査事業が必要だ。簡単な試算では、伐採量の約60％を林地に捨てている。間伐材を中心にした木質バイオマスを供給する森林所有者や伐採業者らで協議会を設置し、生産計画を建て、バーチャル市場を創設しながら少量でも目標値を設定して持続的に供給する。この場合、県有林は分収林を含め大きな蓄積量を有しており、施業上も画一的に膨大な間伐材を捨てているため、率先してモデル事業化には取り組んでいただきたい。
ことにNEDOによる「バイオマスエネルギー地域システム化実験事業」は、「木質バイオマスをはじめとする国内バイオマス資源の効率的かつ経済的な収集運搬システム、最適なエネルギー転換技術・エネルギー利用技術ならびにエネルギー最終利用、およびエネルギー転換利用時に発生する残渣の処理等を含めた地産地消・地域循環型エネルギー転換システムが成立することを実証し、実証を通じて社会システムならびに技術上の課題の抽出と対応を行い、他の地域への導入普及を先導するバイオマスエネルギー社会システム構築のためのモデル事業」とされており、真っ先に取り組むべき課題だと思われるので、支援をお願いしたい。
2 グリーン熱認証、グリーン電力証書の検討
岩手県が二酸化炭素排出量8％削減を掲げる際、インセンティブとしてグリーン証書は有効なツールである。しかし、県民に納得するまでにはいたっていないため、ペレットを含めた熱と電力に関するグリーン証書を検討していただきたい。その際、企業が買い取ることができる市場を形成すると同時に、県のレベルで買い取りができるかどうかを検討していただきたい。その上で、可能となれば新たな森林環境税の使途としても認めていただきたい。
3 市民ファンドへの支援
現在、県は出資法人への評価を実施中だが、出資だけではない支援は可能だ。例えば、市民ファンドを創設する際に公的補助事業を申請するが、限りない支援をお願いしたい。また、実際に事業体を立ち上げる際のバックアップなど、枠組みを越えた支援が必要になろう。
５　おわりに

　今回の提言は中間報告であり、パブリックコメントをいただきながら、詳細な部分を検討したい。しかしながら、県の予算措置その他早急に取り組んでいただきたいテーマが多く、骨子として提案した。
　 2001年8月、増田知事に第一次提言をした後、われわれの活動を通じて実感したのは次の事柄だ。

1） 木質バイオマス利用は、原材料の供給と需要の拡大の両側面が不可分になっているが、原材料としての森林資源からの供給が最大の鍵を握っている。

2） 各ステークホルダーが有機的につながらないと、利用拡大にはつながらない。

3） 消費者にとって、「二酸化炭素削減」と「地域振興」の両面を進める上で木質バイオマス利用はわかりやすいシステムであり、新しい可能性を秘めている。

4） 森林を経営してきた林業界にとって、これまでは森林造成が主テーマだったが、木質バイオマス利用を進めることは他業界とのコラボレーションが必要となり、今後の国産材利用にとって大転換点につながる可能性を秘めている。
5） すべての地域を同等に推進することは不可能である。

実際に活動を続けていると、木質バイオマス利用の課題や解決手法は、木質バイオマスに限った世界でないことに気づく。民間も行政も大きな時代のうねりを抱えている。本提言が、岩手県にとって新たな政策を生み出す一助になれば幸いと考える。
最後に、本中間報告に向け、ご多忙の中、いやな顔せずに時間を割いてご協力していただいた皆さんに感謝を申し上げたい。

以上
（別添：中間報告サマリー、フロー図）

（別添：森林環境税に関するパブリックコメント）

（別添：小岩井農牧株式会社からの提言書）
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